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仕様書（案） 

 

１ 件名 

災害対応力の向上に向けた機関訓練実施支援業務委託 

 

２ 履行期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 履行場所 

港区役所(東京都港区芝公園１-５-25) 

 

４ 業務目的 

  本区では、災害が発生した場合、災害の発生の状況に応じて、災害対策本部を設

置することとしている。また、港区地域防災計画に基づき、災害時における的確な

避難情報の発信や区民の避難行動の支援に向け、災害対策本部のデジタル化を進め

ているところである。 

  本業務は、区職員の防災力を向上させるために実施する訓練に関して、専門的な

見識をもって企画運営を支援するものである。企画運営を支援するにあたっては、

既存の地域災害情報システム及びデジタル機器（令和７年度導入予定の衛星通信

（スターリンク）及び電子黒板を含む）を最大限活用し、地区本部とのスムーズな

連携、また、迅速かつ有効な災害対応を行えるようにするため、災害対策本部の業

務フローの改善、情報収集とその整理方法及び意思決定のプロセスを見直すもので

ある。 

 

５ 業務担当者の配置 

受注者は、本業務の内容について十分熟知した高度の技術を有する者（直接雇用

されている者に限る）を選任し、業務担当者として配置すること。業務担当者は、

過去５年以内において防災・減災に係る地方公共団体発注の業務プロセス分析及び

計画や対策の策定・立案支援、実動訓練の実績を有すること。 

 

６ 準拠する関係法令等 

  この業務を実施するに当たっては、この仕様書によるほか、以下の関係法令等に

準拠するものとする。 

（１）国の法改正に基づくもの 

  ア 災害対策基本法、水防法など災害対策に関する法律 

  イ 避難情報に関するガイドライン 
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  ウ 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組方針 

  エ 防災基本計画 

  オ 避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組方針 

  カ 次期総合防災情報システム等のデジタル・システム関係 

  キ その他関係法令、条例、規則、規定、ガイドライン、マニュアル等 

（２）東京都の条例や計画、調査等に基づくもの 

  ア 東京都地域防災計画 

  イ 東京都震災対策条例 

  ウ 東京都における地域危険度調査 

  エ 東京都における地震被害想定 

  オ 東京都の各種計画、報告、資料等に基づくもの 

  カ 東京都の DIS や帰宅困難者対策オペレーションシステムなどデジタル・シス

テム関係 

（３）港区の条例、要綱、計画等に基づくもの 

  ア 港区防災対策基本条例 

  イ 港区災害対策本部条例 

  ウ 港区各部の見直し案に基づくもの 

  エ 地域防災協議会での意見募集 

  オ 港区業務継続計画 

  カ 震災復興マニュアル 

  キ 港区地域防災計画 

  ク 港区地域災害情報システムやデジタル機器関係 

（４）その他各防災関係機関等の見直し案に基づくもの 

（５）その他必要な事項 

 

７ 実施訓練概要等 

  本区では、夜間・休日等の勤務時間外に災害が発生した場合、災害の発生時の状

況に応じて、災害対策本部体制が整うまでの間、災害に対処するための態勢として

特別非常配備態勢をとることとしている。 

  本件訓練では特別非常配備態勢に基づく発災直後における災害対策本部の設置、

被害情報の収集～共有、本部会議での意思決定、避難所の開設準備、警察、消防、

協定先自治体等の防災関係機関との相互連携など、災害応急対策業務の習熟を図る

ものである。 

（１）訓練名称 

   港区総合防災訓練（機関訓練） 
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（２）訓練日時（予定） 

令和７年 12 月 14 日（日） ８時 30 分～（４時間程度） 

（３）準備及び撤収時間 

上記（２）の前後１～２時間程度 

（４）訓練内容 

訓練内容は次のとおりとする。詳細な内容については、別途協議する。 

  ア 指定参集先への迅速な参集と初動対応訓練 

  イ 災対本部及び災対各地区本部、災対台場地区対策室、災対みなと保健所（医

療救護本部）の設営・運営訓練 

  ウ 区民避難所（地域防災拠点）、緊急医療救護所の開設訓練 

  エ 災害情報の付与による、情報収集・共有訓練 

  オ 地域災害情報システムやオンライン会議システムを活用した情報共有訓練 

  カ 収集した情報を基に対応策の検討や指示等を行う図上訓練 

（５）被害想定 

港区の被害が最大に達するケースで、地域防災計画で想定している被害想定で

ある「都心南部直下地震が発生。区内のほぼ全域で震度６強、一部震度７の揺れ

を観測」を前提条件とする。 

（６）訓練参加予定人員 

特別非常配備態勢指定職員（区内在住職員、全 300 人程度） 

（７）訓練実施場所 

  ア 災対本部及び災対芝地区本部 

港区役所(港区芝公園１－５－２５) 

  イ 災対各地区本部 

麻布地区総合支所（港区六本木５－１６－４５） 

赤坂地区総合支所（港区赤坂４－１８－１３） 

高輪地区総合支所（港区高輪１－１６－２５） 

芝浦港南地区総合支所（港区芝浦１－１６－１） 

  ウ 災対台場地区対策室 

芝浦港南地区総合支所 台場分室（港区台場１－５－１） 

  エ 災対みなと保健所（医療救護本部） 

みなと保健所（港区三田１－４－１０） 

 

８ 業務内容 

（１）業務管理 

   業務計画書の作成及び作業進捗の管理は以下のとおりとする。 

  ア 受注者は、契約締結後速やかに体制(緊急連絡先及び業務担当者の実績を含
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む)及び役割、成果品、業務管理方法（品質管理、進捗管理等）、会議体、コミ

ュニケーションルール、工程表等を定めた業務計画書を作成し、作業員名簿(受

託実績を含む)及び作業計画書を定め、発注者への報告、説明を行うこと。な

お、業務計画書の作成に関しては、発注者と協議すること。 

  イ 受注者は、業務計画書に基づいた作業の進捗管理と、作業の全体に係る課題

管理及び職員からの問合せ対応を随時行うこと。 

  ウ 受注者は、作成した業務計画書及び作業計画書を厳守すること。 

  エ 本業務を実施するに当たって、発注者との窓口となる受注者側の責任者を１

名指定すること。責任者は、作業の進行状況について適切な管理を行い、定期

的に一定の様式を定めて発注者に報告し、承認を得ること。 

  オ 受注者は、原則として業務を担当する者を固定すること。担当者が交代する

場合は、発注者の承諾を得た後、異動名簿を速やかに提出すること。 

  カ 受注者は、業務進行中に問題点、解決すべき課題等があれば報告・調整等を

積極的に図り、発注者と協議の上、業務を進めること。 

（２）訓練前の整理及び実施案の作成 

   本件業務に当たっては、港区防災訓練概要等並びに港区地域防災計画、港区災

害対策本部条例、港区業務継続計画震災編及び港区災害対応マニュアルの内容等

における災害対策本部事務局の役割をふまえた上で次の見直しをすること。 

  ア 情報収集、整理及び意思決定のプロセスの整理 

    既存の地域災害情報システム及びデジタル機器（令和７年の導入予定の衛星

通信（スターリンク）及び電子黒板を含む）を最大限活用し、災害対応時の情

報収集とその整理方法及び意思決定のプロセスを見直し、実施案を作成する。 

  イ 災害対策本部及び災害対策各地区本部体制の整理 

    上記で整理した事項をふまえ、災害対策本部及び災害対策各地区本部の体制

（活動スペース（配置レイアウト）や班編成（構成・人数）等を想定）を整理

し、実施案を作成する。 

  ウ アクションカードの修正 

    アクションカードは、平時は防災課に所属していない職員でも、災害発生時

に参集してすぐに災害対策本部事務局として実施するべき事項が整理された

ものであり、ピクトグラムや写真などを使用し、ラミネート加工された分かり

やすいものである。 

    上記で整理した事項をふまえたアクションカードに修正する。 

（３）訓練実施の企画運営等 

   企画運営について、発注者と十分な協議・調整の上、次の（ア）～（オ）の内

容を作成すること。 
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  ア 訓練資料の作成 

    訓練全体計画、被害想定、訓練シナリオ、状況付与計画、訓練用模擬ニュー

ス映像、訓練参考資料等、訓練実施に必要な資料を作成する。 

  イ 訓練説明会資料の作成 

    訓練説明会の資料等の作成をし、以下の媒体でも完成品を納品すること。ま

た納品の際は「10 成果物」を確認してください。 

    電子データ（電子データ（マイクロソフト社製 Word または Excel または

PowerPoint、動画ファイル））１式 

  ウ 訓練事務局運営資料の作成 

    訓練当日の港区事務局職員及び委託事業者担当者の役割と動きを時系列で

整理した事務局運営資料を作成する。 

  エ アンケートの作成及び訓練課題抽出 

    参加職員に対するアンケートの原稿(Ａ４両面白黒)作成、及びアンケート回

収(訓練当日)並びに集計と課題の抽出を行い、訓練実施後４週間以内に提出す

る。 

  オ 訓練実施当日における進行管理、各実施場所への進行補助人員の派遣 

  （ア）災対本部（５名以上を想定） 

    ①訓練の進行（司会等）及び状況付与 

    ②写真・動画撮影等の訓練記録 

    ③その他、必要に応じて訓練の実施補助 

  （イ）災対各地区本部（５か所）、災対台場地区対策室、災対みなと保健所（医療

救護本部）（各２名以上を想定） 

    ①訓練の進行及び状況付与（司会はオンライン会議システムの利用も可） 

    ②写真・動画撮影等の訓練記録 

    ③その他、必要に応じて訓練の実施補助 

（４）訓練実施後の検証及びマニュアル等の見直し 

  ア 訓練実施後の反省会への参加及び記録 

    訓練実施後４週間以内に実施する反省会へ同席し、記録を行う。反省会の実

施に当たっては訓練実施当日の記録等をまとめた資料（電子データ（マイクロ

ソフト社製 Word または Excel または PowerPoint、動画ファイル）及び印刷物

５部（Ａ４もしくはＡ３白黒））を用意すること。 

  イ 災対本部体制等の評価及び検証 

    反省会実施後、災対本部及び災対各地区本部体制の評価及び検証した内容、

訓練の課題に対する見直しを実施し、「項番８（２）ア」をふまえた改善案を提

出すること。 
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  ウ マニュアル等の見直し 

    上記で整理された災害対策本部体制等をふまえ、非常配備態勢などの初動時

における災害対策本部運営に関するマニュアル及びアクションカードを修正

する。 

（５）その他の事項 

  ア 機関訓練中止の場合の支払い 

    発注者により機関訓練を中止する場合の支払いについては、次の表のとお

りとする。 

項番 中止を決定した時点 支払い金額 

(１) 
実施日の１か月前の午後５時までに

中止を決定した場合 

契約金額（訓練部分）

の７５％ 

(２) 
(１)以降、実施日の14日前の午後５

時までに中止を決定した場合 

契約金額（訓練部分）

の８５％ 

(３) (２)以降 
契約金額（訓練部分）

の９０％ 

  イ 打合せ 

    （１）～（４）について発注者と打合せを実施すること。打合せの実施回数

は月２回１～２時間程度とする。また、業務の実施に当たっては、業務担当者

は別途発注者が契約する地域災害情報システム構築事業者やデジタル機器の

導入事業者等の関係事業者に対してヒアリングを実施し、連携、協力すること。 

 

９ 留意事項 

（１）本業務に当たっては、港区地域防災計画を基に、デジタル技術の進展、防災に

関する昨今の施策の進展、最新の動向等を踏まえた各施策等に留意すること。 

（２）別途発注者が契約する地域災害情報システム構築事業者やデジタル機器の導入

事業者等の関係事業者に対して必要に応じてヒアリングを実施し、連携、協力す

ること。 

 

 

10 成果物 

 項

番 
対象物 

成果物 

素案 最終完成品 

訓
練
実
施
前 

１ 
項番８（２）ア、イ 

プロセス整理等の実施案 
９月 30 日 10 月 31 日 

２ 
項番８（２）ウ 

アクションカード 
10 月 31 日 11 月 20 日 
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説
明

会 ３ 
項番８（３）イ 

訓練説明会資料 
11 月７日 11 月 20 日 

訓
練

当
日 

 ４ 
項番８（３）（項番８（３）イ以外） 

訓練資料等 
11 月７日 11 月 28 日 

訓
練
実
施
後 

５ 

項番８（４）ア 

機関訓練実施報告書 

（訓練概要、訓練風景、当日の状況、参

加人数、課題、アンケートの集計結果） 

12 月 19 日 １月 31 日 

６ 
項番８（４）イ 

体制の評価及び検証をふまえた改善案 
１月 31 日 ３月 31 日 

７ 
項番８（４）ウ 

災対本部運営マニュアル 
１月 31 日 ３月 31 日 

８ 
項番８（４）ウ 

アクションカード 
１月 31 日 ３月 31 日 

 ※素案について、提出前に区の承認を得ること。 

 ※項番１から８の完成品について磁気媒体（ＣＤ－Ｒ）１部を提出すること。 

※報告書については、基本的にモノクロ。写真・図表等は見やすさに配慮しカラー

を用いること。 

※成果物の作成についてはマイクロソフト社製-Office を用いること。 

 

11 支払方法 

契約代金は、全ての納入確認後、受注者からの請求に基づき、一括払いとする。 

 

12 受注者の責務等 

（１）受注者の責務において、区民・業務関係者等に対する安全対策に万全を期し、

事故防止に関する必要な措置を講ずること。 

（２）受注者は、関係法令等を遵守し、その適用及び運用は、受注者の責任において

適切に行うこと。 

（３）受注者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約の解除及

び期間満了後においても同様とする。 

（４）業務に必要な発注者に関する資料は、担当者を通じて受注者に貸与する。 

（５）業務に必要な港区以外に関する資料は、受注者が独自に収集する。なお、収集

する資料はその時点で最新版のものを必ず用いるものとする。 

（６）発注者から受けた指摘は、必ず確認事項として書面で提出すること。 

（７）打合せや会議等に必要な資料の印刷に関わる経費は、受注者の負担とする。 

（８）本業務履行にあたり収集、作成した資料等は発注者に帰属するものとし、業務
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終了後発注者に引き渡すものとする。 

（９）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区職員の障害を理由とする差別の解消の

推進に関する要綱」の趣旨を踏まえ、適切な対応を図ること。 

（10）受注者は、「港区職員のハラスメントの防止等に関する要綱」を遵守すること。

また、ハラスメントが発生した場合は、発注者と連携して適切に対応すること。 

（11）受注者は、本契約の履行に当たり、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守り、

あらゆる差別をなくすために適切な対応を図ること。 

（12）受注者は、本契約の履行に当たり、「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の

防止に関する条例」（平成９年港区条例第４２号）第９条に規定するみなとタバ

コルールを遵守すること。 

（13）受注者は、本契約の履行に当たり、地球温暖化防止のため、省エネルギー対策

に努めること。 

 

13 環境により良い自動車利用 

（１）本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康と

安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）の規定に

基づき、次の事項を遵守すること。 

  ア ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

  イ 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可

能な自動車利用に努めること。 

（２）電動車を始め、低公害・低燃費な自動車利用に努めること。電動車とは、電気

自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、燃料電池自動車（Ｆ

ＣＶ）、ハイブリッド自動車（ＨＶ）の総称を指す。 

（３）適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少

装置装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、

又は提出すること。 

（４）本契約の履行に当たって観光バスを使用する場合は、「観光バスの環境性能表

示に係るガイドライン（平成 29 年 3 月 16 日付改正 28 環改車第 790 号）」に規定

する評価基準Ａランク以上の車両を供給すること。 

 

14 その他 

（１）納入の日程については、契約締結後調整する。 

（２）本仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた場合は、発注者と受注者で協議の

上決定する。 

（３）物品の運搬・納入に要する経費についても、契約代金に含むものとする。 
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（４）履行にあたり、請負者の行なうべき関係官公庁等（電気通信事業者、電力会社

等含む）に対する諸手続きが必要な場合は、請負者の責任において迅速に処理す

ること。また、その内容及び進捗状況は、発注者に報告するとともに、許可書等

が発行された場合は、その写しを提出すること。 

 

15 担当 

  港区防災危機管理室防災課防災係 大林 

電話：０３－３５７８－２５４２ 

FAX ：０３－３５７８－２５３９ 

 


